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代表取締役社長

さわ   だ じゅん

［トップメッセージ］

Top Message

このたびの新型コロナウイルスに罹患
された方々と、感染拡大により生活に影響
を受けられている方々に、心よりお見舞い
申し上げます。罹患された方々の一日も早
い回復をお祈り申し上げるとともに、世界
各国における新型コロナウイルス感染症
の流行が一刻も早く収まることを祈ってお
ります。

NTTグループでは、お客さま、パート
ナーの皆さま、従業員を含む全ての関係
者の健康と安全を確保するとともに、国内
外のお客さまが私たちのサービスをいつ
でも安定的にご利用いただけるよう、努め
てまいります。

2019年度決算について、営業収益は、
3期連続の増収であり過去最高を更新しま
した。具体的には、対前年+196億円（対前年
+0.2％）増収の11兆8,994億円となりまし
た。一方、営業利益は対前年▲1,317億円
（対前年▲7.8%）減益の1兆5,622億円と
なりました。営業利益は、NTTドコモにおけ
るモバイル通信サービスの収入減や海外
事業におけるグローバル再編にかかるコス
トの増加などにより減益となったものの、業
績予想は達成しました。当期利益は増益と
なりました。営業利益の減益はあるものの、

エネットを連結子会社とする際の評価益な
どにより対前年+7億円（対前年+0.1%）の
8,553億円となりました。

2019年度決算における新型コロナウイ
ルス感染拡大影響は軽微でしたが、2020
年度については、国内・海外ともに新規SI
受注の減少による売上減や各種サービス
販売などによるマイナス影響が見込まれる
一方、販売コストの減少などによるプラス
影響が出ることも想定しております。また、
通信量は増加しているものの、サービスの
多くは定額制料金でご利用いただいてお
り、収支への影響は軽微です。
新型コロナウイルス感染症の終息時期や
第二波の到来などは見通せず、影響額を合

2019年度の業績等

営業収益・当期利益は増収・増益、
営業利益は減益

理的に算定できない状況であることから、
現時点での業績予想は見送ることといたし
ました。影響額の合理的な算定が可能となっ
た段階で速やかに業績予想を開示します。
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2019年度決算について、営業収益は、
3期連続の増収であり過去最高を更新しま
した。具体的には、対前年+196億円（対前年
+0.2％）増収の11兆8,994億円となりまし
た。一方、営業利益は対前年▲1,317億円
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なりました。営業利益は、NTTドコモにおけ
るモバイル通信サービスの収入減や海外
事業におけるグローバル再編にかかるコス
トの増加などにより減益となったものの、業
績予想は達成しました。当期利益は増益と
なりました。営業利益の減益はあるものの、

エネットを連結子会社とする際の評価益な
どにより対前年+7億円（対前年+0.1%）の
8,553億円となりました。

2019年度決算における新型コロナウイ
ルス感染拡大影響は軽微でしたが、2020
年度については、国内・海外ともに新規SI
受注の減少による売上減や各種サービス
販売などによるマイナス影響が見込まれる
一方、販売コストの減少などによるプラス
影響が出ることも想定しております。また、
通信量は増加しているものの、サービスの
多くは定額制料金でご利用いただいてお
り、収支への影響は軽微です。
新型コロナウイルス感染症の終息時期や
第二波の到来などは見通せず、影響額を合

取締役会長 篠原 弘道

代表取締役社長
社長執行役員

澤田 　純

代表取締役副社長
副社長執行役員

島田 　明
澁谷 直樹

取締役 白井 克彦
榊原 定征
坂村 　健
武川 恵子

常勤監査役 前澤 孝夫
髙橋 香苗

監査役 飯田 　隆
神田 秀樹
鹿島 かおる 　

役員のご紹介

［トップメッセージ］Top Message

中期経営戦略における取り組み

アフターコロナに向けて

新型コロナウイルスに対する主な取り組み

当社及び通信事業を営む主要子会社は、
指定公共機関として通信サービスの安定的
な提供の確保に努めています。固定通信の
トラフィックは、平日昼間に約5～6割増、夜
間ピークは約1割増となっており、モバイル
のトラフィックも増えております。現時点で
は昼間帯はネットワーク容量を確保できて
いますが、今後状況に応じて設備を増強し
ていきます。また、営業時間の短縮、一部店
舗の休業、コールセンターの一部体制縮小
などを実施しております。
お客さまの支援施策としては、電話料金
などのお支払期限の延長や失効dポイント
の再進呈に加え、テレワーク・健康支援
サービスなどの一部無償提供に取り組ん
でおります。また、RPAを活用した特定定額

ソーシャルディスタンスの確保という観
点から、テレワーク、遠隔医療、教育など、リ
モート型社会の定着に向けた取り組みを通
じて、社会的課題の解決に貢献してまいり
ます。行政手続きや企業取引などのオンラ
イン化の進展を支援するとともに、企業や
個人のお客さまが安心してリモート対応を
行えるセキュリティソリューションを提供し
てまいります。
また、デジタルトランスフォーメーションに
より働き方や業務を変革し、生産性向上を図
る契機としていきます。これは、自社につい
てはもちろんのこと、農業、建設業、製造業
などにおいてデジタルトランスフォーメー
ションによるリモート化の実現を支援するこ
とで、人手不足解消に貢献してまいります。
くわえて、ブロック化経済により国内回帰
する産業に対しては、コネクテッドバリュー
チェーンの構築を支援していくとともに、
O - R A N（O p e n  R a d i o  A c c e s s  
Network Alliance）の取り組みを加速

し、beyond 5Gを活用したサプライチェー
ンの国内回帰をサポートしてまいります。ま
た、経済安全保障に向けて、再生可能エネ
ルギーの拡充にも取り組みます。
さらに、ゲームチェンジを可能とする技
術開発への挑戦として、将来の社会を想像
し、IOWN（Innovative Optical and 
Wireless Network）構想の実現を推進
してまいります。

給付金支給業務の自動化ソリューションの
無償展開や、携帯端末のデータを用いた全
国主要エリアの人口変化を政府・自治体・
メディアなどへ提供するなど、様々な施策
を実施しております。
教育分野においては、多くの学生が自
宅からの遠隔授業を求めており、学校側
もオンライン教育対応のための環境導入
が急務となっております。NTTグループ
は、学生向けとして、25歳以下のお客さま
のデータ通信の一部無償提供にあわせ、学
校向けとして、学習支援クラウドサービス
の無償提供やコンテンツの無償公開を行う
など、様々な形で支援しております。

理的に算定できない状況であることから、
現時点での業績予想は見送ることといたし
ました。影響額の合理的な算定が可能となっ
た段階で速やかに業績予想を開示します。

てまいります。グローバル事業は、高付加価
値サービスへのシフトなどにより構造改革
を推進し、競争力強化を図ります。研究開発
のグローバル化として、IOWN Global 
Forumの活動を推進していきます。新事業
については、ロケーションビジネスへの取り
組みを推進するとともに、地域社会・経済の
活性化への貢献として、農業やe-Sportsな
どを支援してまいります。
最後にE（環境）、S（社会）、G（ガバナンス）

についてです。E（環境）については、環境負
荷ゼロに向け、自らの再生可能エネルギー
利用を2030年度までに30％以上とする目
標を掲げ、宇宙環境エネルギー研究所を
2020年7月に新設するなど、お客さま・企業・
社会の環境負荷低減へ貢献してまいります。
また、S（社会）においては、2025年度までに
女性管理者比率10%以上とする目標に向け
た取り組みや、出水期における災害への対策
準備を進めてまいります。そして、G（ガバナ
ンス）については、第35回株主総会を経て、
独立社外取締役比率は50%となりました。さ
らに執行役員制度を導入することで、経営の

機動力の向上を図ってまいります。
新型コロナウイルスへの対応として、あ

らゆるステークホルダーの皆さまに配慮し
た様々な取り組みを実施している中、株主
の皆さまにも、株主還元の充実を図りま
す。継続的な増配を実施するという基本的
な考え方を踏まえ、2020年度の配当は、対
前年5円増配の年間1株当たり100円を予
定しており、10期連続の増配になります。

株主の皆さまにおかれましては、より一
層のご理解とご支援を賜りますようよろし
くお願い申し上げます。N T Tグループは、「 Yo u r  V a l u e  

Partner」として社会的課題の解決に取り
組んでいます。

B2B2Xモデルの推進については、トヨタ
自動車株式会社、三菱商事株式会社、米
Microsoft Corporationなどとの連携を
推進していくとともに、米オースティン市、
カリフォルニア大学バークレー校などにお
いてスマートシティの展開を進めていきま
す。5Gの展開については、2020年度末まで
に全政令指定都市を含む500都市へ拡大し
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● 2019年度決算は、営業収益・当期利益は増収・増益、営業利益は減益。いずれも業績予想を上回り、計画を達成
● 営業収益は、モバイル通信収入減などによりドコモが減収する一方で、エネット子会社化による増収が寄与し対前年増収。営業利益は、ドコモのお客さま還元などに伴う減益に
加えて、グローバル再編に係るコスト増などにより、対前年減益。当期利益は、エネット子会社化の際の評価益などにより、対前年増益
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＊ 2020年1月1日を効力発生日として、普通株式1株につき2株の割合をもって株式分割を行っており、当該株式分割調整後の数値を
記載しております。5
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＊ 2020年1月1日を効力発生日として、普通株式1株につき2株の割合をもって株式分割を行っており、当該株式分割調整後の数値を
記載しております。5

NTTグループの動き

2019年10月～2020年5月のNTTグループの主なニュース（日付は発表日です。なお、株式分割については分割実施日です。）

1月29日 田園調布雙葉学園とスマートキャンパスソリュー
ションの創出に向けた共同検討を開始

10月28日 レアル・マドリード・ファンデーション・フットボールス
クール・ジャパンのエグゼクティブスポンサーに就任

10月30日 福井市とICT利活用による地域活性化連携協定を
締結

11月5日 JAXAと地上と宇宙をシームレスにつなぐ超高速大
容量でセキュアな光・無線通信インフラの実現に向
けた共同研究を開始

11月13日 京都大学とテクノロジーの進化と人が調和する、新
たな世界観を構築するプロジェクトを発足

11月26日 東京工業大学とグラフェンと光ナノ導波路で超高
速・低消費エネルギーの全光スイッチングを実現

12月10日 マイクロソフトと新たなデジタルソリューションの実
現に向けた戦略的提携に合意

12月16日 デンソーと車両向けセキュリティオペレーションセ
ンター(車両SOC)の実現に必要な技術検証を開始

12月19日 障がい者の活躍推進に取り組む国際イニシアティ
ブ「The Valuable 500」に加盟

10月8日 米MLBで初めてUltra Reality Viewing技術を活
用したライブビューイング実証実験に成功

10月18日 ナノ薄膜の立体構造を鋳型とした人工神経ネット
ワークの形成に成功

1月1日 株式分割の実施（1株につき2株の割合で実施）

1月21日 スカパーJSAT、タイトーとeスポーツ分野における
新会社NTTe-Sportsを設立

5月13日 米オースティン市とスマートシティで提携

5月13日 カリフォルニア大学バークレー校とスマートキャン
パスで提携

1月22日 山梨県小菅村などと山間部のネットワーク化を通じ
た林業従事者の労働災害抑止及びシカなどの獣害
対策に関する共同実証実験の開始

1月28日 堺市とのＩＣＴを活用したまちづくりに関する連携
協定を更新

1月29日 マレーシアにてスマートシティソリューションの実
地検証を開始

2月3日 京都大学におけるリアルワールドデータ事業の実
施と新たな産学連携モデルとして新会社PRiME-R
を設立

2月6日 東京センチュリーとの資本業務提携による協業を
推進

3月18日 東京大学、理化学研究所、科学技術振興機構と超
高精度光周波数の240kmファイバ伝送に成功

12月20日 三菱商事と産業DX推進に関する業務提携に合意 3月24日 トヨタ自動車とのスマートシティの実現をめざした
業務資本提携に合意

3月30日 東京大学、科学技術振興機構と光量子コンピュータ
チップ実現にむけた高性能量子光源の開発に成功

3月26日 ゼンリンとの資本業務提携による地図の高度化な
どの協業の推進

3月31日 東京都と連携し公衆電話ボックス設置型のWi-Fi
アクセスポイントに対するバックアップ電源機能を
整備

4月7日 トヨタコネクティッドとのモビリティサービス事業
領域における業務提携を開始

4月23日 TNクロス、東京電力ホールディングス、千葉市との
スマートエネルギーシティの実現に向けた共同実証

4月27日 Taniumとスマートワールドを安心安全に支えるセ
キュリティソリューション展開に関する戦略的提携
に向け合意

5月12日 全日本・食学会、立命館大学とデジタルアーカイブ
による食文化継承、おいしさ解明の共同研究を開始

5月14日 インテルとIOWNの実現に向けた共同研究契約の
締結

5月15日 ITER国際核融合エネルギー機構とITER計画に関
する包括連携協定を日本の民間企業として初めて
締結

3月18日 5Gサービスの提供開始を発表
～「5Gギガホ」「5Gギガライト」といった料金プ
ランと、7機種の5G端末、ゲーム・音楽・スポー
ツジャンルでのサービス、DX推進などに寄与す
るソリューションを提供～

1月29日 田園調布雙葉学園、NTTグループ、スマートキャンパス
ソリューションの創出に向けた共同検討を開始

「レアル・マドリード・ファンデーション・フットボールス
クール・ジャパン」のエグゼクティブスポンサーに就任

福井市と「ICT利活用による地域活性化連携協定」を
締結

NTT・米インテルコーポレーション・ソニー株式会社に
よるIOWN Global Forumの設立を発表
～業界におけるリーダーシップ及
びIOWNの軸となる技術分野で
優れた専門性を有する3社による
新たな業界フォーラム～

10月31日 NTT・インテル・ソニーによるIOWN Global  
Forumの設立を発表
～業界におけるリーダーシップ、
技術分野で優れた専門性を有す
る3社によるフォーラム設立～

地上と宇宙をシームレスにつなぐ超高速大容量でセ
キュアな光・無線通信インフラの実現に向けた共同研
究を開始
～JAXA（国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構）との技術
融合による新たな社会インフラ創出の実現をめざす～

テクノロジーの進化と人が調和する、新たな世界観を
構築するプロジェクトを発足
～IOWN時代を支える生きがい・倫理・社会制度について、京
大とNTTとの共創を開始～

東京工業大学とグラフェンと光ナノ導波路で超高速・
低消費エネルギーの全光スイッチングを実現

マイクロソフト、新たなデジタルソリューションの実現
に向けた戦略的提携に合意
～グローバル・デジタル・ファブリックの構築、企業向けデジタ
ルソリューションの開発、次世代技術の共創を推進～

デンソーと車両向けセキュリティオペレーションセン
ター(車両SOC)の実現に必要な技術検証を開始

障がい者の活躍推進に取り組む国際イニシアティブ
「The Valuable 500」への加盟

米国で初めてUltra Reality Viewing技術を活用した
ライブビューイング実証実験に成功
～メジャーリーグの熱狂をNTT先端技術でリアルタイムに遠隔
地に伝送、新たな観戦体験提供が可能に～

1月1日 株式分割の実施
～より投資しやすい環境を整え、投資家層の拡大を図ることを
目的に、1株につき2株の割合をもって分割～

1月21日 スカパーJSAT、タイトーとeスポーツ分野における新会
社NTTe-sportsを設立

5月13日 スマートシティで米オースティン市と提携

5月13日 スマートキャンパスでカリフォルニア大学バークレー校
と提携

1月22日 山梨県小菅村などと山間部のネットワーク化を通じた
「林業従事者の労働災害抑止」及び「シカ等の獣害対
策」に関する共同実証実験の開始

1月28日 堺市との「ICTを活用したまちづくりに関する連携協
定」を更新

1月29日 マレーシアにてスマートシティソリューションの実地検
証を開始

2月3日 京都大学におけるリアルワールドデータ事業の実施と
あらたな産学連携モデルとしての新会社PRiME-Rを
設立

2月6日 東京センチュリー株式会社との資本業務提携による協業
を推進
～両社の強みを融合し、リース・ファイナンス事業と成長分野の
拡大をめざす～

3月18日 東京大学、理化学研究所、科学技術振興機構と超高精
度光周波数の240kmファイバ伝送に成功
～平面光回路（PLC）を用いた光中継装置カスケード伝送～

三菱商事と「産業DX推進」に関する業務提携に合意
～B2B2Xにおける総合商社との広範囲の提携は初～

3月24日 トヨタ自動車との業務資本提携に合意
～コアなパートナーとして、住民のニーズに応じて進化し続け
るスマートシティの実現をめざす～

3月30日 東京大学、科学技術振興機構と光量子コンピュータ
チップ実現にむけた高性能量子光源の開発に成功
～室温動作可能な大規模・高速・汎用光量子計算の実現にむけ
て大きく前進～

3月26日 株式会社ゼンリンとの資本業務提携による協業の推進
～IoT／AI時代に向けた地図の高度化に取り組む～

3月31日 東京都と連携し公衆電話ボックス設置型のWi-Fiアク
セスポイントに対するバックアップ電源機能を整備

4月7日 トヨタコネクティッドとNTTデータ、モビリティサービ
ス事業領域における業務提携を開始

4月23日 千葉市におけるスマートエネルギーシティの実現に向
けた共同実証を開始
～TNクロス、東京電力ホールディングスとの共同実証～

4月27日 NTTとTanium スマートワールドを安心安全に支える
セキュリティソリューション展開に関する戦略的提携
に向け合意
～あらゆるデバイス・設備を可視化し、セキュリティを確保した
ソリューションをグローバルに共同展開～

5月12日 全日本・食学会、立命館大学とデジタルアーカイブによ
る食文化継承、おいしさ解明の共同研究を開始
～アフターコロナ時代の食文化発展のために～

5月14日 Intelと新たなコミュニケーション基盤「IOWN」の実現
に向けた共同研究契約を締結

5月15日 ITER国際核融合エネルギー機構とITER計画に関する
包括連携協定を締結
～日本の民間企業として初めての締結～

3月18日 「5G」サービスを提供開始を発表
～「5Gギガホ」「5Gギガライト」といった料金プ
ランと、7機種の5G端末、ゲーム・音楽・スポー
ツジャンルでのサービス、産業の高度化やDX
推進などに寄与するソリューションを提供～
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株主インフォメーション

株主さまへのdポイント進呈 （対象となる株主さまには別紙ご案内を同封しています）

住所・氏名など届出事項の変更、配当金振込先の指定について

〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目8番4号　三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

https://www.ntt.co.jp/ir/
■ NTT株主さま専用電話 ■ 代表電話 ■ 株主・投資家の皆さま向けホームページ

0120-584-400 0120-782-031

証券会社の口座に当社株式が記録されている株主さま

● 住所・氏名の表記について… 住所および氏名などの文字のうち、証券保管振替機構が指定していない漢字などが含まれている場合には、その全部
または一部を証券保管振替機構が指定した文字に置き換えさせていただくことがございますのでご了承ください。

● 未払配当金の支払について…まだ受け取られていない配当金がある場合は、お早めに三井住友信託銀行にお問い合わせください。

株主名簿管理人・特別口座管理機関へのお問い合わせ

NEW

その他の各種お問い合わせ先

お取引先の証券会社へお問い合わせください。

特別口座に当社株式が記録されている株主さま
当社特別口座管理機関の三井住友信託銀行へお問い合わせください。

この冊子は環境にやさしい植物油インキとFSC®森林
認証紙を使用しています。

本誌に記載されているサービスおよび商品などは、当社あるいは各
社などの登録商標または商標です。

見やすいユニバーサルデザイ
ンフォントを採用しています。

・ コ ー ルコ ー ル

午前10時～午後7時（日曜・祝日・年末年始を除く）
0120-506-506

NTTコミュニケーションズ

電話・インターネットのサービスに関する
お申し込み・お問い合わせは

NTT東日本・NTT西日本

午前9時～午後5時 年中無休（ただし年末年始を除く）
（局番なし）116

「電話サービス」に関するお申し込み・お問い合わせは

午前9時～午後5時 年中無休（ただし年末年始を除く）
0120-116-116

「ブロードバンドサービス」に関するお申し込み・お問い合わせは

証券コード：9432

午前9時～午後8時 年中無休
（一般電話などからはご利用になれません。）

0120-800-000

NTTドコモ

ドコモの携帯電話からの場合

午前9時～午後8時 年中無休

一般電話などからの場合

（局番なし）151

株 主 通 信

https://www.ntt.co.jp/activity/csrvideo/jp/

NTTグループは、“Your Value Partner”として、事業活
動を通じてパートナーの皆さまとともに社会的課題の解
決をめざします。

NTT Group CSR VIDEO LIBRARYのご案内

NTT Group CSR VIDEO LIBRARYに関しては
こちらのウェブサイトをご参照ください。

Information

概要 当社株式の保有期間に応じてdポイントを進呈 基準日 3月31日 （初回2020年3月31日（火））

対象となる株主さま ▶ 基準日時点で、100株以上保有し、以下の保有期間の株主さま

dポイントの進呈に関しては
こちらのWebサイトをご覧ください。 https://www.ntt.co.jp/ir/private_investor/benefit/

初回のみ
2年以上3年未満

1500ポイント
5年以上6年未満

3000ポイント
2年以上5年未満

1500ポイント
5年以上

4500ポイント

※現在、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、受付体制を縮小して運営を行っております。このため、お電話がつながりにくくなる場合がございます。


